
瀬戸市の後援等に関する取扱要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、瀬戸市（以下「市」という。）が、展示会、講演会その他の事業（以

下「事業」という。）について、後援又は推薦（以下｢後援等｣という。）を行う場合

の許可基準、手続き等について、必要な事項を定めるものとする。 

（後援等の区分） 

第２条 市が行う後援等の区分は、次によるものとする。 

⑴ 後援は、名義貸与のみとし、原則として無料の事業とする。ただし、有料であっても、

国又は地方公共団体が主催、共催又は後援する事業及び公共的活動を目的として結成さ

れた団体（以下「公共的団体」という。）が主催する事業については対象とすることが

できる。 

⑵ 推薦は、名義貸与のみとし、原則として有料の事業とする。 

（申請）  

第３条 事業の後援等を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、当該事業開催日又

は後援等を公表する日の２０日前の日のいずれか早い日までに瀬戸市後援等申請書（第１

号様式。以下「申請書」という。）を、市長に提出しなければならない。ただし、市長が特

別の事情があると認めた場合は、この限りでない。 

２ 申請書は、次の書類を添付するものとする。 

⑴ 役員名簿、規約等、主催する団体がわかるもの 

⑵ 開催要項等、事業内容がわかるもの 

⑶ 収支予算書（有料事業の場合のみ） 

⑷ その他市長が指定するもの 

（許可基準） 

第４条 市が後援等を行うことができる事業は、事業の目的及び内容が別表の推進する事業

に定める事業に寄与すると認められる公共性の高い事業であって、次の各号のいずれかに

該当するものとする。 

⑴ 国又は他の地方公共団体が主催又は共催する事業 

⑵ 教育機関、報道機関又は公共的団体が主催し、事業の内容、入場料、会場等が妥当で

あると認められる事業 

⑶ その他市長が特に適当であると認める事業 

２ 市長は、後援等を受けようとする事業が次の各号のいずれかに該当すると認められる場

合には、後援等を許可しないものとする。 

⑴ 社会的に悪影響を及ぼすおそれのある事業 

⑵ 特定の宗教団体・政治団体に関する事業 

⑶ 一部の限られた者等を対象とする事業（地域活動促進に寄与する事業を除く。） 

⑷ 暴力団（瀬戸市暴力団排除条例（平成２３年瀬戸市条例第１２号）第２条第１号に規

定する暴力団をいう。）と関係がある、又はそのおそれのある事業 

⑸ その他市長が後援等をすることが不適当であると認める事業 



（後援等の許可） 

第５条 市長は 、前条第１項各号に該当する事業について、後援等を許可するものとする。

ただし、許可する前に後援等を公表したときは、許可しないものとする。 

 （通知） 

第６条 前条の規定により、後援等を許可した場合は、瀬戸市後援等許可通知書（第２号様

式）を、後援等を許可しない場合は、瀬戸市後援等不許可通知書（第３号様式）により速

やかに申請者に通知するものとする。 

（申請内容の変更） 

第７条 許可を受けた者は、後援等の許可を受けた事業内容が変更となった場合は、速やか

に変更内容を明らかにした瀬戸市後援等変更申請書（第４号様式）を提出し、その内容に

ついて許可を受けなければならない。ただし、軽微な変更については、この限りでない。 

２ 市長は、前項の申請の結果について、瀬戸市後援等変更許可（不許可）通知書（第５号

様式）により、申請者に通知するものとする。 

（後援等の取消し等） 

第８条 市長は、後援等を許可した事業が事業完了前に第４条第２項各号及び第５条ただし

書の規定に該当することが判明した場合は、後援等の許可を取り消すものとする。 

２ 事業完了前後にかかわらず前項の規定に該当することが判明した場合は、今後同一又は

類似する事業に対する後援等を許可しないものとする。 

（実績報告） 

第９条 後援等の許可を受けた者は、事業完了後３０日以内に瀬戸市後援等実績報告書（第

６号様式）を、市長に提出しなければならない。 

（後援等許可に関する事務） 

第１０条 後援等許可に関する事務は、その事業の目的、内容及び後援の区分に応じてそれ

ぞれ所管する部署が行うものとする。 

（庶務） 

第１１条 この要領に関する庶務は、秘書広報課が処理する。 

附 則 

この要領は、令和７年４月１日から施行する。 

 



別表（第４条関係）  

所管する部署 推進する事業 

市長直轄組織 

防災安全課 

防災の推進に寄与する事業 

企画部 

秘書広報課 

平和都市に関する事業 

企画部  

政策推進課 

シティプロモーションの推進に寄与する事業 

経済文化部 

商工観光課 

商業、工業、陶磁器産業又は観光の振興に寄与する事業 

経済文化部 

文化課 

文化芸術活動の健全な振興と育成に寄与する事業 

経済文化部 

スポーツ課 

スポーツの振興に寄与する事業 

市民生活部 

コミュニティ推進課 

NPO 及び市民活動、自治会活動、公民館活動、生涯学習活動の促進と

向上に寄与する事業 

市民生活部 

多様性協働課 

国際交流、男女共同参画、大学コンソーシアムせと等の活動の促進と

向上に寄与する事業 

市民生活部 

環境課 

自然環境の保全、省エネルギー及び省資源の推進、ごみの減量化及び

リサイクルの推進に寄与する事業 

健康福祉部 

社会福祉課 

障害児・障害者福祉の向上に寄与する事業 

健康福祉部 

高齢者福祉課 

高齢者福祉の向上に寄与する事業 

健康福祉部 

こども未来課 

児童福祉の向上に寄与する事業 

健康福祉部 

健康課 

保健及び医療の向上に寄与する事業 

都市整備部 

農林課 

農業及び林業の振興に寄与する事業 

 

 

 


